
日本慢性期医療協会 定例記者会見
日時：平成２８年８月１８日１６：３０～
場所：東京研修センター

1. 「療養病床の在り方等に関する特別部会」への

日慢協のスタンスについて（第2報）

• 一般病床も転換できるようにするのか

• ３つの型のどの型が良いか

• 病床転換施設と老健の整合性

• 6.4㎡、4人部屋が最低基準に

• 長期（数年）か短期（3～6ヶ月）か

• 低負担金での利用を

• 医師・スタッフの体制は

2. ターミナル・看取りの定義について

• 一人の看取りに実に多くのスタッフと時間が必要である

• 高齢者の心肺蘇生はしない方が良い
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「療養病床の在り方等に関する特別部会」への

日慢協のスタンスについて（第2報）
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病床転換は

療養病床のみか

一般病床にも拡げるべきか



2016.1.15 第６回療養病床の在り方等に関する検討会 資料より 3



2015.12.25 第６回療養病床の在り方等に関する検討会 資料より 4



医療療養病床
介護療養型医療施設 介護老人保健施設

特別養護老人
ホーム

20対1 25対1

概要

病院・診療所の病床の
うち、主として長期療養
を必要とする患者を入
院させるもの

病院・診療所であって、長期療養
を必要とする要介護者に対し、医
学的管理の下における介護その
他の世話、必要な医療等を提供
するもの

要介護者にリハビリ等を提供
し、在宅復帰を目指す施設

要介護者のた
めの生活施設

病床数 約13.7万床 約7.6万床 約6.1万床
介護療養型：約７千床
それ以外：約35万床 約54万床

設置規定
医療法（医療提供施設） 老人福祉法

（老人福祉施設）医療法（病院・診療所） 介護保険法（介護老人保健施設）

配
置
※１

医師 48対１（３名以上） 48対１（３名以上） 100対１（１名以上）
健康管理・療養上の
指導のための必要数

看護
職員

４対1
（経過措置で６対１も可）

６対１ ３対１
（うち看護職員を2/7程度を標準）

※介護療養型：夜勤看護配置41対１以
上

３対１
介護
職員

４対1
（経過措置で６対１も可）

６対１

面積 6.4㎡以上 6.4㎡以上 8.0㎡以上
※介護療養型：大規模改修等まで、6.4㎡可

10.65㎡以上

療養病床等の概要

≪参考≫療養機能強化型Ａの主な要件
・ 重篤な身体疾患を有する者及び身体合併症を有する認知症高齢者の占める割合が50/100以上
・ 喀痰吸引、経管栄養又はインスリン注射が実施された者の占める割合が50/100以上
・ 一定の要件に該当するターミナルケアが行われている者の占める割合が10/100以上 等

介護療養型医療施設 介護療養型老健施設

⇒３ヶ月間の入所者の状態についてＡ・Ｂのどちらかを満たす 等
（Ａ）経管、喀痰吸引 １５％以上
（Ｂ）認知症高齢者 Ｍ ２０％以上

主な報酬体系

機能強化型Ａ

機能強化型Ｂ

その他

療養強化型

療養型

⇒３ヶ月間の入所者の状態についてＡ・Ｂの両方を満たす 等
（Ａ）経管、喀痰吸引 ２０％以上
（Ｂ）認知症高齢者Ⅳ・Ｍ ５０％以上

平成２８年６月30日 厚生労働省医政局長 神田 裕二 氏 資料より ５



病院内病床転換施設と

老健の整合性をどうするか。

２０１６年８月 武久 洋三作成 ６



老健は３つの種類に分かれる

① 病 院 併 設 型

② 診療所併設型

③ 単 独 型

7２０１６年８月 武久 洋三作成

③ は 医 師 の 常 勤 が 必 要 で あ る が 、

それ以外は専従でなくともよいのではないか。



82014年8月7日 第105回介護給付費分科会資料より

27単位／日

従来型個室・要介護3の場合
（強化型866単位）－（通常型801単位）＝

65単位／日



在宅強化型老健及び在宅支援加算型老健の推移
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在宅強化型
9%

在宅支援加

算型
17%

従来型
74%

平成２８年７月
※全老健ホームページ参照

平成26年8月7日 第105回社会保障審議会介護給付費分科会
公益社団法人全国老人保健施設協会 会長 東 憲太郎氏 資料より 一部編集

32.3％

26％



部 屋 の 広 さ を ど う す る か 。

長期（数年）か 短期（3～6ヶ月）か

２０１６年８月 武久 洋三作成 １０



医 療 ス タ ッ フ を ど う つ け る か

低 負 担 金 が 望 ま し い

２０１６年８月 武久 洋三作成 １１



ターミナルとは

看取りとは

その定義は

明確ではない

２０１６年８月 武久 洋三作成 １２
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死亡退院

７：１一般病床 2％

地域包括ケア病棟 4％

医療療養病床
在
宅
復
帰
機
能
強
化
加
算

あり 37％

なし 49%

医療療養病床
（自宅からの入院を除く）

あり 52%

なし 56％

介護療養型医療施設 35.1％

介護老人保健施設 10.2％

介護老人福祉施設 70.7％

各病床種別における死亡割合

平成27年10月15日 平成27年度第10回入院医療等の調査・評価分科会 【別添】資料 より

平成28年1月28日 療養病床の在り方等に関する検討会 資料より（平成25年度老人保健事業推進費等補助金：
医療ニーズを有する高齢者の実態に関する横断的な調査研究事業（全日本病院協会））



142016年6月 日本慢性期医療協会入院患者とターミナルの医療提供状況に関する調査結果より
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日慢協の会員病院が併設している老健・特養の数
平成28年8月現在

施設種別
会員病院保有施設数

－日慢協会員1,040病院－
（参考）全国の施設数
（平成26年度厚労省調査）

介護老人保健施設 686 4,096

介護療養型 69

在宅強化型 124

従来型 296

不明 197

介護老人福祉施設（特養） 360 7,249

グループホーム 560

サービス付き高齢者向け住宅 212

ケアハウス 122

小規模多機能型居宅介護 204

訪問看護ステーション 607

通所リハ（デイケア） 751

通所介護（デイサービス） 741

地域包括支援センター 231

居宅介護支援事業所 1,043

病院（自院を除く） 644

診療所 531

（件）


